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平成２９年第２１回庁議提案  審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成３０年２月５日 

                     担当部・課：建設部 住宅管理課〔内線 ５７５２ 〕 

 

① 件  名 

復興公営住宅の家賃低減事業の延長及び収入超過者の負担軽減について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

復興公営住宅に入居する低額所得者については、生活の安定を図るため管理開始から１０年間家

賃を低減しているが、平成２５年度に管理開始した復興公営住宅は平成３０年度に６年目を迎え、

「東日本大震災特別家賃低減事業」による家賃の低減幅が縮小する時期となる。 

また、収入が基準を超過している入居者については、入居４年目以降は一般の公営住宅と同様に

家賃に割増賃料が加算されることとなる。 

来年度から家賃負担が上昇する時期を迎えるが、復興公営住宅入居者の生活の安定を取り戻すに

は時間を要するものと思われることから、家賃負担軽減の延長が求められている。 

 

【目的】 

  被災入居者の家賃負担を一定期間軽減することにより、安定した生活の再建を図るもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 公営住宅法（昭和２６年６月４日法律第１９３号） 

 石巻市営住宅条例（平成１７年４月１日条例第２７３号） 

石巻市復興公営住宅家賃減免取扱要綱（平成２５年４月１日告示第１２２号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２５年 １月  国に対し東日本大震災特別家賃低減事業の期間延長を要望 

以降関係機関へ事業期間延長を要望 

平成２８年１１月  国交省東北地方整備局との協議（収入超過者の負担軽減） 

～平成２９年１月  

平成２９年１０月  庁内関係部課協議 

～平成３０年１月  

 平成２９年１１月  復興庁事務連絡（市町村による独自低減事業により減免が可能） 

 平成２９年１２月～ 庁内関係部課協議 

⑤ 主な内容 

  
１ 家賃低減事業の延長（別紙１） 
 ①対象：政令月収８万円以下の入居者（復興住宅入居世帯数の約８割） 

  ②管理開始６年目から段階的に低減幅が縮小するところ、１０年目まで据え置く。 
  ③１１年目に本来家賃とするところ、２０年目まで１０年間で段階的に低減幅を縮小する。 
  ④２１年目に本来家賃とする。 
 

 改  正 現  行 

管理開始～５年目まで 一定額の家賃低減 一定額の家賃低減 

６年目～１０年目 ５年間据え置き 低減幅を段階的に縮小 

１１年目以降 低減幅を段階的に縮小 本来家賃 

２１年目以降 本来家賃 ― 
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２ 収入超過者の負担軽減（別紙２） 
  ①対象：政令月収１５８千円以上の入居者（復興住宅入居世帯数の約８％） 
  ②入居４年目から段階的に割増賃料を加算するところ、８年目まで本来家賃に据え置く。 

③９年目から激変緩和措置として「近傍同種の住宅の家賃」まで段階的に引き上げる。 
 
「近傍同種の住宅の家賃」 
：民間賃貸住宅の想定される計算上の家賃。実際の相場を示すものではない。 
（本資料においては「近傍家賃」と表現する。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 改  正 現  行 

入居１～３年目 本来家賃 本来家賃 

４年目～ ― 
本来家賃＋割増賃料 

(近傍家賃へ段階的に引上げ) 

４～８年目 ５年間据え置き 近傍家賃 

９年目～ 
本来家賃＋割増賃料 

(近傍家賃へ段階的に引上げ) 
― 

１１～１８年目 近傍家賃 ― 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 
【影響・効果】 
住宅を失い、甚大な被害を受けた復興公営住宅入居者の生活の安定が図られる。 
 

【市財政への負担】 
平成３０年度から平成５０年度までの２０年間の家賃収入約２１５億円（空家補正済み）のうち

約４９億円の減額が見込まれる。 
（家賃低減事業の延長 約２７億円、収入超過者の負担軽減 約２２億円の減額） 

 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 

 １ 家賃低減事業の延長 

①女川町、南三陸町 「東日本大震災特別家賃低減事業」に加え、町独自に低減を実施 

②山元町 １年間の低減延長 

③仙台市 ５年間の低減延長 

④福島県相馬市、南相馬市 低減期間を２０年に延長 

 

２ 収入超過者の負担軽減 

 ①女川町 上記低減事業で減額 

 ②山元町 １年間の軽減 

 ③気仙沼市、岩沼市 実施を検討中 

 ④福島県相馬市 割増賃料の加算なし 

 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

平成３０年２月  石巻市復興公営住宅家賃減免取扱要綱の一部改正 

（平成３０年４月１日施行予定） 

 

⑨その他 

 

 

 


